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(17) 教育総務課

ア　職員配置状況(令和6年9月30日現在)
（単位：人）

注：（　）は、兼務職員で外数
　職員の配置状況は上記の表のとおりであり、前年度と比較し４０人増である。
　各係の主な所掌事務は、次のとおりである。

　中央幼稚園及び栗橋幼稚園においては、各園の管理及び運営に関する事務等を行っている。

比 較 増 減 1 1 2 2 1 1 8

0

1

△ 1

8

前 年 度 - - - - - - -

本 年 度 1 1 2 2 1 1

　　　　　　　職　名
　区　分

栗 橋 幼 稚 園
園 長 副 園 長 主 任 教 諭 業 務 員 臨時的任用職員 会計年度任用職員

係 名

園 長 副 園 長 主 任 臨時的任用職員

中 央 幼 稚 園
会計年度任用職員

2 1 2

総 務 係

6

-

△ 5

1

比 較 増 減 1 1 5 2 1 2

施 設 管 理 係

12

-

12

前 年 度 - - - - - -

本 年 度 1 1 5

　　　　　　　職　名
　区　分 教 諭 業 務 員

4

4

0

01

53

13

40

会 計 年 度
任 用 職 員

合 計

5

1

2

△ 1

　　　　　　　職　名
　区　分

本 年 度

前 年 度

比 較 増 減 1

課 長 補 佐課 長 指 導 主 事

1

0

学 事 保 健 係

6

- (1)

　総務係においては、教育委員会会議に関する事務、事務局及び学校その他の教育機関の職員(県費負担教職員を除く)の人事に関する事務等を行っている。
　学事保健係においては、通学区域に関する事務、児童生徒の就学に関する事務、特別支援教育就学奨励費補助に関する事務等を行っている。



イ　予算執行状況　　※中央幼稚園及び栗橋幼稚園を除く
　「歳　入」

(単位：円・％)

　収入済額の主なものは、教育総務費貸付金元利収入の入学準備金・奨学金貸付金元金収入２，８５９，０００円、雑入の小学校駐車場協力金２，１５０，７００円及び日
本スポーツ振興センター災害共済給付金２，６４９，８２１円で、収入済額の９１．６％を占めている。

　「歳　出」
(単位：円・％)

450,000 450,000 0 450,000 0.0審 議 会 運 営 事 業

小・中学校就学事務事業
貸 付 事 業 8,880,000 8,880,000 900,000 7,980,000 10.1
入 学 準 備 金 ・ 奨 学 金

1,112,000 1,112,000 474,864 637,136 42.7
事 務 局 業 務 経 費
給 与 費 4,772,000 4,772,000 2,934,813 1,837,187 61.5
会 計 年 度 任 用 職 員

1,866,000 1,866,000 1,727,040 138,960 92.6

13,061,000 5,655,896 5,493,256 162,640 42.1
雑 入 雑 入雑 入

元 利 収 入 元 利 収 入 元 利 収 入 5,909,000 10,591,200 2,859,000 7,732,200 48.4
教育費貸付金 教 育 総 務 費 貸 付 金
基 金 繰 入 金 8,880,000 0 0 0 0.0

配 当 金 6,000 7,768 7,768 0 129.5
財 産 収 入 財産運用収入 利 子 及 び 利 子 及 び 配 当 金

収 入 未 済 額調 定 額

負 担 金

（Ｂ）事 業 名 （Ａ）
教 育 総 務 費

8,360,024

国 庫 補 助 金 4,274,000 0 0 0
国 庫 補 助 金 教 育 費 小 学 校 費 補 助 金

科 目
目 （Ｂ）節

教育委員会費 教 育 委 員 会 運 営 事 業
3,593,000

当 初 予 算 額

項

合 計

繰 入 金 基 金 繰 入 金 育 英 資 金 育 英 資 金 基 金 繰 入 金

諸 収 入 貸 付 金

3,593,000 1,655,214
事 務 局 費 職 員 給 与 費

456,127
市立小・中学校学区等

収 入 率収 入 済 額
（Ｃ）/（Ａ）×100（Ｂ）-（Ｃ）

0

（Ｃ）

7,894,840

0 0.0

30.81,483,000

1,937,786

4,739,000

16,254,864

1,483,000 1,026,873

予 算 現 額
款 （Ａ）

39,963,000

分 担 金 及 び 教育費負担金

20.9

0

　歳入予算現額３９，９６３，０００円に対し、収入済額８，３６０，０２４円で収入率は２０．９％である。

46.1

支 出 済 額 予 算 残 額予 算 現 額
（Ａ）-（Ｂ）

教 育 費

執 行 率
（B）/（Ａ）×100

科 目

負 担 金
保 健 体 育 費 負 担 金

国 庫 支 出 金

款 項 目

0.0

3,094,000 0 0 0 0.0
中 学 校 費 補 助 金
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(単位：円・％)

　歳出予算現額２６５，１５５，０００円に対し、支出済額６８，９１０，８４３円で、２６．０％の執行率である。

1,113,000 1,113,000 342,410 770,590 30.8

5,907,232 0.1
諸 支 出 金 基 金 費 育 英 資 金 育英資金基金積立事業

教 育 費 教 育 総 務 費 教 育 指 導 費 特 別 支 援 教 育 事 業

科 目
当 初 予 算 額

予 算 現 額 支 出 済 額 予 算 残 額 執 行 率
款 項 目 事 業 名 （Ａ） （Ｂ） （Ａ）-（Ｂ） （B）/（Ａ）×100

　教育委員会費の主な支出は、教育委員会運営事業の委員等報酬１，３３１，９９９円であり、支出済額の８０．５％を占めている。

265,233,000 265,155,000 68,910,843 196,244,157 26.0
合 計

　事務局費の主な支出は、職員給与費の職員手当等１，７２７，０４０円、会計年度任用職員給与費の公立学校共済組合負担金２，９３０，４４５円であり、支出済額の

基 金 費 5,915,000 5,915,000 7,768

5,087,000 5,087,000 993,573 4,093,427 19.5

給 与 費 10,800,000 10,327,000 4,021,549 6,305,451 38.9

学 校 環 境 衛 生 事 業

就 学 奨 励 事 業 4,313,000 4,313,000 3,050 4,309,950 0.1
幼 稚 園 費 幼 稚 園 費

中 学 校 特 別 支 援 教 育

4,927,000 4,927,000 0 4,927,000 0.0
中 学 校 教 材 整 備 事 業
助 成 事 業 559,000 559,000 0 559,000 0.0

中 学 校 費 教 育 振 興 費 中 学 校 卒 業 記 念 品
就 学 奨 励 事 業 7,332,000 7,332,000 9,150 7,322,850 0.1
小 学 校 特 別 支 援 教 育
就 学 援 助 事 業 40,751,000 40,751,000 10,118,775 30,632,225 24.8
小学校要・準要保護児童

6,875,000 6,875,000 410,850 6,464,150 6.0
小 学 校 教 材 整 備 事 業
助 成 事 業 542,000 542,000 0 542,000 0.0

教 育 振 興 費 小 学 校 卒 業 記 念 品小 学 校 費
負 担 金 事 業 91,000 91,000 77,500 13,500 85.2
教 育 研 究 協 議 会 等

36,793,000 36,793,000 10,256,719 26,536,281 27.9
児 童 生 徒 安 全 事 業

11,419,599 8,109,40119,529,000 19,529,000
災 害 共 済 給 付 事 業

58.5

総 務 費 491,000 886,000 885,398 602 99.9

就 学 援 助 事 業 51,549,000 51,549,000 11,572,473 39,976,527 22.4

保 健 体 育 職 員 給 与 費

会 計 年 度 任 用 職 員

中学校要・準要保護生徒

22.9
児 童 生 徒 健 康 診 断 ・

７１．７％を占めている。
　教育指導費の主な支出は、児童生徒安全事業の業務委託料８，９４７，４５５円であり支出済額の８３．８％を占めている。

健 康 管 理 事 業 46,410,000 46,410,000 10,643,971 35,766,029

保 健 体 育 費



ウ　改善・要望事項
・教材の修繕について、各学校の潜在的な要望がある場合を考慮し、今一度、確認してください。

　育英資金基金費の支出は、育英資金基金積立事業の積立金７，７６８円である。
健康管理事業の非常勤職員報酬８，８６１，８８８円であり、支出済額の８４．７％を占めている。

　小学校費における教育振興費の主な支出は、小学校要・準要保護児童就学援助事業の就学援助扶助費（市単独）１０，０９７，４６４円であり、支出済額の９５．８％を
占めている。
　中学校費における教育振興費の主な支出は、中学校要・準要保護生徒就学援助事業の就学援助扶助費（市単独）１１，５６２，７６７円であり、支出済額の９９．９％を
占めている。
　幼稚園費の主な支出は、会計年度任用職員給与費の公立学校共済組合負担金３，６１５，０２１円であり、支出済額の８９．９％を占めている。
　保健体育総務費の主な支出は、災害共済給付事業の災害共済掛金負担金９，３８０，５６５円を含む負担金、補助及び交付金１１，４１７，２４５円、児童生徒健康診断・
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(18) 中央幼稚園

ア　職員配置状況(令和6年9月30日現在)
（単位：人）

　職員の配置状況は上記の表のとおりであり、前年度と同数である。
　主な所掌事務は、中央幼稚園の管理及び運営に関する事務等である。

イ　予算執行状況
　「歳　入」

(単位：円・％)

　「歳　出」
(単位：円・％)

56.6

合 計

　歳入予算現額８５６，０００円に対し、収入済額４９１，４８０円で収入率は５７．４％である。
　収入済額は、幼稚園使用料の行政財産使用料１，４３０円及び預かり保育料１２４，２５０円、雑入の親子遠足保護者負担金３６５，８００円である。

手 数 料 210,000 125,680 125,680 0 59.8

57.4

0

収 入 率
款 項 目 節 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｂ）-（Ｃ） （Ｃ）/（Ａ）×100

0

52.2

17.3

　歳出予算現額１０，５９５，０００円に対し、支出済額２，４８５，２７４円で、２３．５％の執行率である。
　幼稚園費の主な支出は、幼稚園管理事業の光熱水費６８４，２５１円を含む需用費９１７，３４１円、幼稚園運営事業の消耗品費３１７，３６５円を含む需用費

幼 稚 園 運 営 事 業
7,036,000

00 0

科 目 予 算 現 額 調 定 額

諸 収 入 雑 入 雑 入 雑 入

幼 稚 園 管 理 事 業

856,000

目 事 業 名
科 目

当 初 予 算 額

幼 稚 園 費
款

646,000 365,800

0

365,800

2

2

収 入 済 額 収 入 未 済 額

会 計 年 度
任 用 職 員

合 計

12 24

12 24

491,480

（Ａ） （Ｂ） （Ａ）-（Ｂ）

臨 時 的
任 用 職 員

予 算 残 額

7,036,000 1,214,375 5,821,625

491,480

教 諭

使 用 料 及 び 使 用 料 教 育 使 用 料 幼 稚 園 使 用 料

1

1

00

業 務 員

執 行 率
（B）/（Ａ）×100

2

2

項

　　　　　　　職　名
　区　分

本 年 度

前 年 度

比 較 増 減 0

主 任園 長 副 園 長

1 5

5

0

11

1

予 算 現 額 支 出 済 額

3,465,000 3,455,000 1,216,591 2,238,409 35.2

104,000 104,000 54,308 49,692
幼 稚 園 費 幼 稚 園 業 務 経 費教 育 費

合 計
10,605,000 10,595,000 2,485,274 8,109,726 23.5



３８１，４５８円、バス借上料３５３，１００円を含む使用料及び賃借料４６１，７５７円であり、支出済額の７０．８％を占めている。
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(19) 文化振興課

ア　職員配置状況(令和6年9月30日現在)
（単位：人）

　職員の配置状況は上記の表のとおりである。なお、令和６年度に新設された所属所であるため、前年度との比較は行っていない。
　各係の主な所掌事務は、次のとおりである。

イ　予算執行状況
　「歳　入」

(単位：円・％)

　収入済額は、利子及び配当金の本多静六博士顕彰事業基金利子６１４円及び雑入の文化財資料等頒布代５０，５００円である。

　「歳　出」
(単位：円・％)

配 当 金
利 子 及 び 配 当 金

繰 入 金

目
社 会 教 育 職 員 給 与 費

1,000

51,1141,274,000 4.0

614

　歳入予算現額１，２７４，０００円に対し、収入済額５１，１１４円で収入率は４．０％である。

支 出 済 額

収 入 率収 入 済 額
（Ｃ）/（Ａ）×100（Ｂ）-（Ｃ）

614

（Ｃ）

0

0 61.4

予 算 残 額予 算 現 額
（Ａ）-（Ｂ）

執 行 率
（B）/（Ａ）×100

51,114

収 入 未 済 額

当 初 予 算 額

教 育 費

科 目
（Ｂ）事 業 名 （Ａ）

社 会 教 育 費

会 計 年 度
任 用 職 員

合 計

基 金 繰 入 金 本多静六博士顕彰 本 多 静 六 博 士 顕 彰

科 目
目 （Ｂ）節

1

　　　　　　　職　名
　区　分

本 年 度

参事兼課長兼
学 芸 員 文化財・歴史資料係

項
調 定 額

7

予 算 現 額

合 計

款 項

係 名
文化振興係

31 2

財産運用収入

　文化振興係においては、文化振興に関する事務、文化団体に関する事務等を行っている。
　文化財・歴史資料係においては、文化財の保護に関する事務、文化財の調査に関する事務等を行っている。

款 （Ａ）
財 産 収 入 利 子 及 び

事業基金繰入金 事 業 基 金 繰 入 金 1,118,000 0 0 0 0.0

155,000 50,500 50,500 0 32.6
雑 入 雑 入諸 収 入 雑 入

総 務 費 967,000 967,000 225,902 741,098 23.4

2,073,000 2,073,000 1,073,228 999,772 51.8
文 化 振 興 事 業

3,235,000 3,235,000 3,235,000 0 100.0
文 化 団 体 補 助 事 業

76,000 76,000 61,426 14,574 80.8
文化財保護費 文化財保護業務経費

3,773,000 3,773,000 1,397,656 2,375,344 37.0
文 化 財 保 護 事 業



(単位：円・％)

　歳出予算現額１２，５９０，０００円に対し、支出済額６，４３４，７４１円で、５１．１％の執行率である。

ウ　補助金調書

・補助金の概要

・選定理由
　令和５年度において、補助金額以上の繰越金額が発生しているため。

教 育 費 社 会 教 育 費 文化財保護費 埋蔵文化財保護事業
572,000 18.5105,600 466,400572,000

款 項 目 事 業 名 （Ａ） （Ｂ） （Ａ）-（Ｂ）

「吉田家水塚」運営事業 775,000 775,000 335,315 439,685 43.3
市 指 定 文 化 財

本多静六博士顕彰事業

諸 支 出 金 基 金 費 本多静六博士 本多静六博士顕彰事業
顕彰事業基金費 基 金 積 立 事 業 1,000 1,000 614 386 61.4

1,118,000 1,118,000 0 1,118,000 0.0

交付先団体名

対象事業の内容

　社会教育総務費の主な支出は、文化振興事業の負担金、補助及び交付金１，０００，０００円、文化団体補助事業の負担金、補助及び交付金３，２３５，０００円であり、

12,590,000 12,590,000 6,434,741 6,155,259 51.1
合 計

支出済額の９３．４％を占めている。
　文化財保護費の主な支出は、文化財保護事業の補助金（市単独）７２２，０００円及び交付金５３０，０００円、市指定文化財「吉田家水塚」運営事業の管理業務委託料
２０４，４２３円を含む委託料２８１，４２３円であり、支出済額の８０．７％を占めている。
　本多静六博士顕彰事業基金費の支出は、本多静六博士顕彰事業基金積立金（利子）６１４円である。

久喜市文化団体連合会育成事業補助金

平成２３年度　（旧鷲宮町は不明）

久喜市鷲宮文化団体連合会

連合会が実施する文化祭、各種研修会、文化振興事業

交付の目的と必要性
多様な文化芸術活動を支援するとともに、市民が文化芸術に触れることができる機会の充実を図るた
め。

鷲宮文化祭や市内音楽グループによるファミリーコンサートを開催するなど、市民が文化芸術に触れ
る機会の充実が図れた。

当初目的の達成度

補助金名称

交付開始年度

科 目
当 初 予 算 額

予 算 現 額 支 出 済 額 予 算 残 額 執 行 率
（B）/（Ａ）×100
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・当該補助金に対する監査結果

エ　改善・要望事項
・県展入選作品調査について、埼玉県に対してデータを提供していただくよう働きかけるなど、事務の簡素化に努めてください。

　新型コロナウイルス感染症の影響により、鷲宮文化祭を小規模に開催したため、事業費の支出が減少したことや、文化団体に加盟する団体については、記念事業
として、記念誌の発行やイベントをそれぞれの記念する年に実施しており、その積立が必要であることから、繰越金額が生じた旨を確認した。なお、繰越金額が生じた

円

円

円

円（
主
な
内
訳

）

2,476,185

41,378

17,000

172,353

事業費（文化祭等）

事務費

渉外費

前年度市返納分

537,336繰越金額　（A）－（B）

円

収入金額に対する補助金額の割合 13.8

円

円

円

％

前年度繰越金 275,270 円

支出金額　（B）円

・補助事業・団体の直近決算概要

3,484,839収入金額　（A)

雑収入

（
主
な
内
訳

）

各団体に伝えている旨を確認した。また、当該補助金に関する事務の執行は、適正と認められた。
場合の対応策として、記念事業の実施時期や記念事業に係る積立額を明らかにし、一定の金額を超えるなどした場合には指導の対象とし、必要最小限に抑えるよう

加盟団体事業費（負担金） 2,638,971 円 研修費 240,587 円

円

482,395

88,000

203

2,947,503

市からの補助金額

会費等



・ 郷土資料館

ア　職員配置状況(令和6年9月30日現在)
（単位：人）

　職員の配置状況は上記の表のとおりであり、前年度と同数である。
　主な所掌事務は、資料の展示及び利用に関する事務、資料の収集・整理及び保管に関する事務等である。

イ　予算執行状況
　「歳　入」

(単位：円・％)

　収入済額は、雑入の文化財資料等頒布代１０９，０００円、郷土資料館コピー代１，０７０円及び文化財事業参加費１０，７００円である。

　「歳　出」
(単位：円・％)

　歳出予算現額５，４１９，０００円に対し、支出済額７４０，３５７円で、１３．７％の執行率である。

　　　　　　　職　名
　区　分

館 長 主 任 合 計

本 年 度 1 3 4

科 目 予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額 収 入 率

前 年 度 1 3 4

比 較 増 減 0 0 0

（Ｃ） （Ｂ）-（Ｃ） （Ｃ）/（Ａ）×100
諸 収 入 雑 入 雑 入 雑 入

款 項 目 節 （Ａ） （Ｂ）

213,000 120,770 120,770 0 56.7

合 計
213,000 120,770 120,770 0 56.7

　歳入予算現額２１３，０００円に対し、収入済額１２０，７７０円で収入率は５６．７％である。

科 目
当 初 予 算 額

予 算 現 額 支 出 済 額 予 算 残 額 執 行 率
款 （B）/（Ａ）×100項 目 事 業 名 （Ａ） （Ｂ） （Ａ）-（Ｂ）

教 育 費 社 会 教 育 費 文化財保護費 郷土資料館管理事業
108,844 218,156 33.3

郷土資料館運営事業
327,000 327,000

3,431,000 3,431,000 573,169 2,857,831 16.7
郷土資料館特別展事業

5,419,000 740,357 4,678,643 13.7

　主な支出は、郷土資料館管理事業の消耗品費６６，０００円、郷土資料館運営事業の講師謝礼１６０，０００円及び消耗品費４２，７５８円を含む需用費３３３，９８３円で
あり、支出済額の７５．６％を占めている。

58,344 1,602,656 3.5

合 計
5,419,000

1,661,000 1,661,000
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